
令和６年度 第２回北陸農政局農業農村整備事業等評価 
に係る技術検討会（補助事業） 議事概要 

【再評価：７地区】 
 
 

１ 日 時：令和７年１月 24 日（金）14:30～16:20 
 
２ 場 所：金沢広坂合同庁舎 共用大会議室（１階） 
 
３ 委 員：上澤委員、瀧本委員、根岸委員、浜野委員、松本委員、森委員長 
      ※五十音順 
 
４ 議事概要 
  第１回技術検討会にて、技術検討会委員から質問・意見があり、回答を保留とした 
ものについて、事務局から回答を行った。 

  その後、技術検討会委員による「技術検討会の意見」の取りまとめが行われた。 
「技術検討会の意見」は、以下のとおり。 

 

（１） 農業競争力強化農地整備事業「女川地区」 

本地区では、区画整理及び用排水路の整備は完了し、事業進捗率は 89.4％に達し

ている。  

本事業を契機に新たに設立された生産法人を中心に農地集積率が増加するなど経

営規模拡大が図られており、一定の事業効果の発現が認められる。  

事業の効果が早期に発現され、生産性の高い営農が行えるよう、環境への配慮やコ

スト縮減を図りつつ、着実かつ計画的に事業を推進し、予定されている令和８年度の

事業完了に努められたい。 

 

（２） 農業競争力強化農地整備事業「国府川左岸地区」 

本地区では、用水路、農道及び暗渠排水の整備を進めており、事業進捗率は 70.8

％に達している。  

整備済みの地域では、効率的な水管理が可能となったことで営農の効率化が進んで

おり、一定の事業効果の発現が認められる。 

事業の効果が早期に発現され、生産性の高い営農が行えるよう、環境への配慮やコ

スト縮減を図りつつ、着実かつ計画的に事業を推進し、予定されている令和 12 年度

の事業完了に努められたい。 

 

（３） 水利施設等保全高度化事業「阿賀野川右岸（１期）地区」 

本地区では、排水機場の整備が付帯施設を残し完了しており、排水路の整備も進め

ているが、事業進捗率は 50.2％にとどまっている。  



本事業により施設整備が完了した地域では、湛水被害が軽減するとともに、大豆を

中心とした複合経営が行われるなど一定の事業効果の発現が認められる。  

一方で未整備地域においては、依然として湛水被害発生への不安があり、地元か

ら早期完了を求められていることから、引き続き環境への配慮やコスト縮減を図り

つつ、着実かつ計画的に事業を推進し、予定されている令和９年度の事業完了に努

められたい。 

 

（４） 水利施設等保全高度化事業「阿賀野川右岸第３地区」 

本地区では、排水機場及び排水路の整備を進めているが、事業進捗率は 50.1％に

とどまっている。  

本事業により施設整備が完了した地域では、湛水被害が軽減するとともに、大豆を

中心とした複合経営が行われるなど一定の事業効果の発現が認められる。  

一方で未整備地域においては、依然として湛水被害発生への不安があり、地元から

早期完了を求められていることから、引き続き環境への配慮やコスト縮減を図りつ

つ、着実かつ計画的に事業を推進し、予定されている令和 10 年度の事業完了に努め

られたい。 

 

（５） 水利施設等保全高度化事業「亀田郷地区」 

本地区では、丸山排水路及び糸魚堀排水路の整備が完了しているほか、本所排水路

の整備を進めており、事業進捗率は 75.7％に達している。  

本事業により排水路の整備が完了した地域では、排水障害への懸念や農業経営に対

する不安が払拭されつつあり、一定の事業効果の発現が認められる。  

一方で未整備地域においては、排水障害や豪雨時の湛水被害に対する不安が解消さ

れておらず、地元から早期の完了を求められていることから、引き続き環境への配慮

やコスト縮減を図りつつ、着実な事業推進に努められたい。 

 

（６） 水利施設等保全高度化事業「大河津地区」 

本地区では、五千石川排水路、新長導水路及び馬鹿川導水路の整備は完了し、事業

進捗率は 72.5％に達している。  

本事業により排水路の整備が完了した地域では、排水改良が進む等一定の事業効果

の発現が認められる。  

地区全体の排水不良を解消し、農業経営の複合化による経営基盤を強化するため、

引き続き環境への配慮やコスト縮減を図りつつ、着実かつ計画的に事業を推進し、予

定されている令和 10 年度の事業完了に努められたい。 

  



（７） 農村地域防災減災事業「安野川地区」 

本地区では、排水機場の整備が完了し、排水路の整備も進めており、事業進捗率は

89.9％に達している。 

本事業により施設整備が完了した地域では、湛水被害の軽減が図られており、一定

の事業効果の発現が認められている。  

一方で、近年の豪雨は予測不可能な状況にあり、地元から早期完了を強く要望さ 

れていることから、引き続き環境への配慮やコスト縮減を図りつつ、着実かつ計画的

に事業を推進し、予定されている令和 11 年度の事業完了に努められたい。 

 


